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令和8年10月1日改訂

長岡京市土木工事共通仕様書
（総則）
（1） 長岡京市が発注する土木工事（以下単に「工事」という。）は、長岡京市土木工事共通仕様書（以下「本仕様書」という。）、
「長岡京市請負工事施工管理基準［令和８年１０月］」及び「長岡京市請負工事写真管理基準［令和８年１０月］」、京都府策定の「土木工事共通仕様書（案）[令和６年４月]」（以下「府仕様書」という。）、「土木工事施工管理基準[平成２９年９月]」（以下「施工管理基準」という。）、「土木請負工事必携[令和６年４月]」（以下「工事必携」という。）により施工するものとする。
（２）「府仕様書」、「施工管理基準」と重複する項目については、本仕様書及び「長岡京市請負工事施工管理基準」及び「長岡京市請負工事写真管理基準」が優先する。
（関係法令等の遵守）
（１）工事の施工にあたっては、工事に関する本市の条例及び規則その他、関係法令（以下「関係法令等」という。）を遵守しなければならない。

（２）受注者は、工事の設計図書・各仕様書等が前号の関係法令等に照らし、不適当又は矛盾していることが判明した場合、遅滞なく監督職員に通知し、確認を求めなければならない。
（工事着手）
第３条

特記仕様書に定めのある場合を除き、特別の事情がない限り、契約書に定める工期の始期日以降３０日以内に工事に着手しなければならない。着手日は工事開始日（工期の始期日）以降の実際の工事を着手した日（準備工の現場事務所等の設置または測量も含む。）とする。
（施工体制台帳等の作成・提出）
第４条
（１）受注者は、国土交通省令に従い、施工体制台帳（下請負契約書等添付）及び施工体系図を作成し、監督職員に提出しなければならない。また、現場に常時保管及び掲示し、求められた際は速やかに提示しなければならない。
（２）受注者は、施工体制台帳及び施工体系図に変更等が生じた場合は、その都度速やかに監督職員に提出しなければならない。
（現場代理人の要件）
第５条
工事の施工にあたり、契約書第１０条に基づく現場代理人は、主任技術者又は監理技術者と同様、受注者と直接的かつ恒常的な雇用関係にある者を設置しなければならない。

なお、経営事項審査に提出する際の技術職員名簿に記載のない技術者を現場代理人として設置する場合、直接的かつ恒常的な雇用関係の証明できる書類(写)を提出すること。なお、証明するための書類には以下のものがある。
(ア) 監理技術者資格者証
（イ）源泉徴収票

（ウ）健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書
（エ）健康保険・厚生年金保険資格取得確認及び標準報酬月額決定通知書（資格取得後（２）が通知されるまでの間に限る）
（オ）住民税特別徴収税額の通知書・変更通知書

（提出書類）
第６条
（１）工事の着手にあたっては、発注者が定める「提出書類の様式（土木請負工事関係様式集）」に掲げる書類を提出期限までに必要な部数を提出し承諾等を得なければならない。

（２）工事が完了したときは、発注者が定める「提出書類の様式（土木請負工事関係様式集）」に掲げる書類の他、次の書類を提出しなければならない。
①出来形図　　②工事写真　　③品質確認書
（３）その他、本仕様書及び監督職員の指示する書類を期限までに提出しなければならない。
（照査及び測量）
第７条
（１）受注者は、工事着手に当たり設計図書の照査を行わなければならない。照査の結果、疑義等が生じた場合には、監督職員に照査結果を速やかに提出し、指示を受けなければならない。また、疑義等が生じなかった場合においてもその旨を監督職員に報告しなければならない。
（２）受注者は、工事着手に当たり測量を実施し、現地を確認しなければならない。測量の結果、設計図書に示されている数値と差異が生じた場合は、監督職員に測量結果を速やかに提出し、指示を受けなければならない。また、差異が生じなかった場合についてもその旨を監督職員に報告しなければならない。
（段階確認）
第８条
受注者は、監督職員の指示した工種の施工段階において、段階確認を受けなければならない。この際、受注者は工種、細別、確認の予定時期、測定後結果等を監督職員に書面（長岡京市工事様式７）により報告しなければならない。
（再生資源利用促進計画書・報告書の作成）
第９条
（１）再生資源利用計画書・報告書の作成について
再生資源利用計画・報告には、次に掲げる事項を定めるものとする。
（ア）土砂・砕石・加熱アスファルト混合物の各資材ごとの利用量
（イ）前記アの利用量のうち再生資源ごとの利用量

（ウ）前記イに掲げるもののほか再生資源ごとの利用量
なお、計画書は、施工計画書に含めるものとし、施工後は、報告書を提出しなければならない。
（２）再生資源利用促進計画書・報告書の作成について
再生資源利用促進計画・報告には、次に掲げる事項を定めるものとする。
（ア）指定副産物の種類ごとの搬出量
（イ）指定副産物の種類ごとの再資源化施設、又は他の工事現場等への搬出量

（ウ）前記イに掲げるもののほか指定副産物に係る再生資源の利用の促進に関する事項
なお、計画書は、施工計画書に含めるものとし、施工後は、報告書を提出しなければならない。
（残土処理計画書・報告書の作成）
第１０条
受注者は、工事を施工する際、予め残土処理計画書を作成しなければならない。なお、残土処理計画書は施工計画書に含めるものとし、施工後は、残土処理報告書を提出しなければならない。
（廃棄物処理計画書・報告書の作成）
第１１条
受注者は、工事を施工する際、予め廃棄物処理計画書を作成しなければならない。なお、廃棄物処理計画書は施工計画書に含めるものとし、施工後は、廃棄物処理報告書を提出しなければならない。
（建設副産物「建設発生土、産業廃棄物」の搬出）
第１２条
現場から発生する産業廃棄物処理（収集運搬・処分）にあたっては、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令」に基づき適正な処理を行うこと。

なお、工事の施工により発生する建設副産物は下記の場所に搬入するものとする。
ただし、やむを得ない事情により搬入が困難な場合は監督職員と協議の上、その指示に基づいて対応し、必要に応じて設計変更の対象とする。
	建設副産物
	受入場所
	受入機関及び受入時間
	その他受入条件

	コンクリート塊
	京都府又は京都市の産業廃棄物処理許可業者
	
	

	アスファルト塊
	京都府又は京都市の産業廃棄物処理許可業者
	
	

	建設発生土
	特記仕様書によるものとする
	
	


（出来形図面などの作成）
第１３条
受注者は、工事施工後工事出来形図面（舗装展開図には、コア採取箇所を明示すること）を１部提出するものとし、作成に要する費用は、受注者が負担しなければならない。

（法定福利等）
第１４条
受注者は、建設業退職金共済制度等の現場従事者及び現場労働者に関する法定福利制度の活用を図ること。
（未実施）
第１５条
本市においては、「情報共有システムの利用」、「電子納品の実施」、「元下指針の遵守」については、実施していない。

